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1 はじめに
指数論は主に物価水準の異時点間比較をめぐって展開されてきた。しかし，
とくに1970年代に入って国際機関による経済諸量の国際間比較が組織的に行な
われる中で，空間比較のための指数の方法論的研究が大きく進展した。
なかでも国連国際比較プロジェクト(UnitedNations International Comparison 
Project ; ICP)は1970年を対象年とする第 I期から1985年を対象年とする第V期
に継承され，こうした活動の中心的役割を果たしている。 ICP事業は第 I期
から第Jl期まではペンシルバニア大学の I.B. Kravis教授を中心とするグ
ループによって指導され， 各期の報告書が刊行されている！）。第IV期以降は
UNSO(the United Nations Statistical office), SOEC(Statistical office of the 
European Communities)および OECD(Organization for Economic Cooperation 
and Development)などによって推進されている。
1) I. B. Kravis, Z. Kenessy, A. Heston and R. Sommers, A. Sytem of Inter-
national Comparisons and Gross Product ,znd Purchasing Power, The Johns 
Hopkins University Press, Baltimore and London, 1975. 
I. B. Kravis, A. Heston and R. Sommers, International Comparisons of 
Real Product and Purchasing Power, The Johns Hopkins University Press, 
Baltimore and London, 1978. 
—, World Rroduct and Income : Internatinal Comparisons of Real Gross 
Domestic Product, The Johns Hopkins University Press, Baltimore and 
London, 1982. 
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空間的拡がりは多元的であり不規則である。しかも国際比較においては通貨
の相違など時点比較より以上に考慮すべき要因は複雑多岐にわたる。指数の計
算は理論的にも実際上も困難な問題が多い。これまで相当数の指数計算法が提
案され，その実証的試みも行なわれている。地域など空間的領域への指数の適
用を考察するにあたって，これら諸活動から摂取すべき内容は豊富である。
本稿では，これまでの成果を要約的にサーベイしながら，空間比較の特質お
よび空間指数の具備すべき要件について考える。つづいて代表的な指数計算法
であるEKS法とギアリー・カーミス法をとりあげ，その空間指数としての適
切性を検討する。最良の方法を求めるよりはむしろ両指数算式の応用の可能性
を探ることを目的とする。
なお，私事ながら，高木秀玄博士の古希の記念に捧げる小論において，標記
のテーマをあえて選んだ動機について一言書き添えることをお許し頂きたい。
博士が朝日新聞より委託された世界主要都市物価比較の作業に参加させて頂い
たのは筆者がまだ大学院在籍中の昭和48年のことであった。いまにして思え
ば，博士が長年研究を重ねてこられた物価指数論へ歩を進め一層のご教示を仰
ぐ絶好の機会であった。筆者の怠惰はその課題をなんら進展させることなく，
最近は地域分析など空間領域への統計的方法の適用に関心を移している。この
際，物価指数の空間比較への適用上の諸問題について考察してみるのも意義あ
るように思われる。
2 空間指数の諸特性
(1) 空間比較の特徴
これまで指数論は物価および数量の時間的比較を中心に展開され，指数算式
の多くは時系列統計に関して定義されている。これら指数算式は時間的比較だ
けでなく，表記法や定義を変更すれば空間的比較にも適用できよう。じかし，
通常は時間と空間とでは異なる比較システムの設定が必要となる。
一国内において所得や支出額などの経済諸量の時間的比較を行なおうとする
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場合，指数は一定の通貨単位で表示された時系列統計について計算される。こ
れに対し国際間比較では，各国の通貨単位で表示された経済量は共通の表示単
位に換算したうえでないと比較できない。国際間における物価水準の比較はこ
の通貨交換レートの基準となる購買力平価 (purchasing-powerparity; 以下購買
力平価を PPPと略記する）を算定しようとするものに他ならず， 国際間指数に
はそれなりの性質が要請される。もっとも一国内の地域間比較では通貨換算の
必要はないし，逆に時間比較において通貨制度の変更を含む場合もある。通貨
表示の問題は必ずしも空間指数に特有のものとはいえない。時間比較と空間比
較とではより本質的な相違がある。
時間は一定の順序で一定の方向に一次元的に表されるので，指数算式の技術
的構成は原則として基準時点と時系列中の任意の一時点との二時点間比較の問
題として考察すればよいことになる。他方，空間比較においては空間的拡がり
の単位や方向が多次元にわたるため比較システムの設定はより困難となる。空
間比較の場合，比較の対象とされるべき「場所は無数であり，比較される対象
が二つの価格ベクトルでなく，二つの価格ベクトルの集合となるからである。
そうして「指数理論は価格ベクトルが二つではなくて，二つのベクトルの集合
である場合の指数の作成方法を説明することができない』 (Hill(198幻 p.60)の
である」I)。
時間比較においても時間の隔りとともに比較の環境は変化し指数の接続性が
損なわれてくるが，変動そのものはあくまで時間的に連続している。一般に，
空間的変異はさらに大きく， しかもその変動はあまり規則的な連続性をもって
いない。したがって，指数の基準ないしウエイトの設定の仕方によって結果数
値に大きな偏りが生じるおそれがある。指数の作成に際しては地域の間の地理
1)倉林義正「GDPの国際比較の研究をめぐる最近の動向」， 総理府統計局「昭和57年
度物価指数研究会報告』，昭和58年11月， 19ページ。
T. P. Hill, Multilateral Measurement of Rurchasing Pcwer and Real Product, 
Eurostat, Luxembourg, 1982. 
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的，経済的隔りが大きいほど，理論的にも実務的にも多くの困難な問題が発生
する。社会経済構造が大きく相違する異国間においては完全な比較はほとんど
不可能である。
それでは空間比較のための指数にはどのような性質が要求されるのであろう
か。
(2) 空間指数の望ましい諸性質
空間比較のための価格指数および数量指数がもつべき望ましい性質として
幾つかの経済的，統計的要件が提示されている。 ICPではGDP (Gross Do-
mestic Product)の比較にとって望ましい条件ないし性質として，①基準国不変
性，②推移性，③要素転逆テスト，④行列整合性，⑥取引同等性，⑥固有性，
⑦世界代表性，⑧統計的有効性の8つを挙げている 2)。SOECはEC諸国間お
よび国際間比較との関連で重要な条件として，①推移性，R固有性，③要素転
逆テスト， ④内部整合性の 4つを示し， その他に「取引同等性」を挙げてい
る3)。もちろん， これら諸性質，諸条件をすべて満たしている，いわば最良の
指数算定法が考案されているわけではなく，比較の目的や形態，データの整備
状況などを勘案しながら重要度の高い順に検討が加えられることになる。つぎ
にこれらの要件の内容と国際比較における意義を簡単にみておこう。
1)基準国不変性(Base-countryinvariance) 
基準国不変性とは，どの国を基準国に選んでも比較の最終結果（相対的序列）
に相違が生じないという条件である。すなわち，基準国は単に比較対照の基準
(numeraire)としてだけ機能し，「その極印が比較のすべての結果に押される」
ことのないことを要求する。
時間比較における時点転逆テストに相当し，二国間比較の場合，独立に算定
2) Kravis, et al, op. cit., 1982, pp. 71-74. 
3) Statistical office of the Communities, Comparison in Real Values of the Agg-
regates of ESA 1980, Eurostat, Luxembourg, 1983. 
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された 2つの指数，すなわち a国の b国に対する指数 labと b国の a国に
対する指数 Ibaの間に
fab"fba=l 
が成り立つとき，国転逆テストを満たす。
2)推移性 (Transitivity)
時間比較における「循環性テスト」 (circularitytest)に相当するが，不連続
で不規則な空間，とくに多国間ないし多地域間の比較においては極めて重要な
条件である。二国間の直接比較の結果が，両国と第三国との比較から間接的に
得られた結果と同じになること，すなわち任意の三国 a,b, c間の指数 Iにお
いて
lab•.lbc = lac 
が成り立たなければならない。換言すれば， どの国を比較対照国 (reference
country)に選んでも結果として算出される指数値は変らないということであ
る。いわば「対照国不変」の条件である。
この条件が満たされれば，すべての組合せ比較の情報で行列を構成すること
ができるから，たとえば Nか国間比較の場合は各国とすべての比較対照国と
の間に全体として整合性をもっ N-1組の比較に要約して示すことができる。
つまり N国間比較では指数行列は NxNのサイズをもち，対角線をはさんで
対称な位置にある各要素は逆数関係にあるのでちょうど N—1 組の比較関係が
成立する。上式の関係が満たされるとき， 各要素はいわば同一尺度上に相対
的に位置づけられるから．， この N—1 個の指数は全体として整合的に定められ
る4)。
ただ，ここで「基準国不変性」と「対照国不変性」を混同しないように注意
4)作間逸雄，「GDP国際比較の方法と購買力平価ーVanYzeren法の再評価ー」，『国
民経済計算」 No.56, 1982年， p.106. 
「この関係の帰結として重要なことは• n国 (n時点）間比較のネットワークが
（定数倍を除いて一義な）一本のベクトルで表現可能になるという点である」。
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しなければならない。「基準国不変性」は，ラスパイレス指数やパーシェ指数
のようにある特定の国の価格ないしは数量を比較ベースに用いる場合の問題で
あり，価格調査の対象となる代表品目の選定や支出パターンを示すウエイトの
選定からも独立であることを要求する。他方， 「対照国不変性」は比較対照の
基点の選定にかかわらず，各国の相対関係が全体として整合的に決定されると
いうことである。基準国不変性を満たさない指数たとえばラスパイレス指数で
も順次基準国を推移させるという特殊な用い方をすれば表面的な推移性は満た
される。それゆえ，単なる推移性は必ずしも指数の要件とはならず，基準国不
変性を前提とする強力な推移性が実際には要請される 5)。
3)要素転逆テスト (Factor-reversaltest) 
次の 2つの条件を満たすとき要素転逆テストは成立する。
① 価格指数 Pab とそれに対応する数量指数 Qab との積が名目価額指数 Vab
に等しくなること，すなわち
Pab X Qab = Vab 
② 価格指数が数量指数の価格要素 Pと数量要素 qを入れ換えることによ
って得られること，すなわち
Pゅ(p;q)=Qゅ(q;p)
4)内部整合性 (Internalconsistency) 
この要件は異なる 2つの条件を含んでいる。
① 加法性 (additiveconsistency) 
価額表示される集計項目 G について算出された総価格指数 Pab(G)と， Gの
各構成項目 g,(r=1,……， k)についてそれぞれ独立に算出された部分価格指数
Pぷゲが次式を満たすとき，その価格指数は加法性をもつという。
5) D. Gerardiは，厳密な基準国不変性を一種の「国中立性」とよび，そのような条件を
求めることは現実的でもないし価値もないとする。 D.Gerardi, "Selected Problems 
of Inter-Country Comparisons on the Basis of the Experience of the EEC", 
Review of Income and Wealth, Series 28, No. 1, December 1982, p. 396. 
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孟P直 ia/Pab(G)=点孟如Qia/Pa四〕
集計項目 Gについて総価格指数で一括換算された価額と，各構成項目 g,の
集計額をそれぞれ対応する部分価格指数で換算した価額の合計額とが一致する
とき完全な加法性をもつといえよう。 ICPでは第I期以降この条件をとくに
「行列整合性」 (matrixconsistency)と称している。行列形式で表示された集
計価額について， i)各構成項目の価額が諸国間で直接に比較可能であること，
i)各国内において価額が諸構成項目間で直接に比較可能であること，の 2つ
の条件を設定する 6)。加法性ないし行列整合性はGDPのような経済集計量の
内部構造の諸国間比較を可能にする重要な性質である。
② 数量比の平均テスト
これは数量比較における整合性を求めるものであり，任意の二国間のある集
計項目の数量比 Vが，その各構成項目別の数量比の最小値と最大値の間に入
るとき，このテストが成立する。すなわち
min 血 <v<m~x 紐
, Qia I Qia 
5)取引同等性(Transactionequality) 
取引同等性は各個別取引の相対的重要性は取引の発生した国の規模に依存し
ないことを要件とする”。価格（あるいは数量）指数を国際平均価格に基づいて
算定する場合，国際価格が各国価格の数量加重算術平均として算定されるなら
ば，その指数はすべてこの条件を満たす。逆に言えば，国際価格が取引同等性
をもつときそれは対象国全体の価格に相当するので，この価格で各国の数量を
評価した実質価額を合計すれば対象国全体の価額が得られることになる。取引
同等性の条件は指数一般の適性というよりは，国際価格を用いる指数計算法に
おいてどのような国際価格を適用すべきかの条件であると考えられる。
6) Kravis, et al, op. cit., p. 72. 
7)「取引同等性」の条件は ICP第Il期事業で導入されたもので， それ以前の「国取り
扱いの同等性」に関連する。
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6)固有性(Charachterisity)
固有性は消費構造などの経済構造が著るしく異なる空間比較において極めて
重要な条件であるい。実際の国際比較においては偏りのない結果を得ることが
大切であり，そのためには代表品目の選定および指数算式の選択にあたって当
該国の固有性を適正に反映させるように配慮しなければならない。 GDPなど
の換算用価格指数ないし購買力平価を段階的に算定していく場合，まず基礎項
目レベルで価格を収集すべき共通品目としていずれの国の支出パクーンを代表
する品目銘柄を特定するか，時間比較の場合より以上に品目選定は結果に敏感
に影響を与える。しかも時間比較のように規則正しい系列は得られないので，
国と国とをリンクさせた連鎖をつくることが難かしい。さらにつぎの集計段階
で，項目を合成し上位カテゴリーの総合指数を作成する過程では，指数算式の
中に当該国の固有性を示す支出パターンをウエイトしてどのように組み込むか
によって結果に相当の差が生じる。
二国間比較の場合，基準国の支出パクー・ン（数量構成）をウエイトとするラス
パイレス指数は基準国の相対価格水準を過小評価し，パーシェ指数は逆となる
ことがよく知られている。国際比較では，時間比較に比べ，相対価格と相対数
量の間に大きな負の相関が生じやすいので，この Gerschenkroneffectによる
指数値の偏りは無視できない大きさになる。 EC統計局では，国際比較におけ
る最適基準として全対象国の固有性を等しく反映した等固有性 (equalcharach-
terisity)の概念を導入している。
7)世界代表性
諸国間比較がなんらかの世界規模の標準に対比して行なわれるとき，実際に
適用される標準は当該諸国に限ることなく世界を代表するものでなければなら
8) L. Drechslerによって初めて"Characterisity"of the weightの要件として提示さ
れた。時間比較における "up-to--dateness"に相当する。 L.Drechsler, "Weighting 
ofしIndexNumber in Multilateral International Comparisons", Review oj 
Income a叫 Wealth,Series 19, No. 1, March 1973, p. 19. 
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ない。たとえば，諸国間の比較対象となっている数量を世界価格で評価する場
合，その価格は単に当該諸国の平均ではなく全世界にわたる平均を反映したも
の（せいぜい推定したもの）でなければならない9)。
8)統計的有効性
国際比較作業では収集されるデータは標本誤差をともなうので，指数が標本
誤差の影響をできるだけ受けない方法を採用すべきである。統計的に表現すれ
ば，相対価格および数量の推定値の分散を最小にするような方法を用いるべき
である。
以上，空間指数にとって望ましい諸性質を概観してきたが，つぎにこれら要
件が実際に指数計算法にどのように取り入れられているか，現在最もよく知ら
れ応用性も高いとされる 2つの方法について検討しておこう。
3 EKS法
空間比較のための指数計算法として様々な方法が開発されている。これら諸
方法をなんらかの観点から分類することは容易ではない！）。 ここでは単純に，
二国間直接比較にもとづく多国間比較法と国際平均価格にもとづく多国間比較
法との 2つに分け，それぞれを代表するEKS法とゲアリー・カーミス法を取
り上げてやや詳しく検討する。実際に， EKS指数は国際諸機関でGDPの基
礎項目レベルに適用され，ギアリー・カーミス法は基礎項目より上位の集計レ
ベルで利用されている。 その点でも最も代表的空間指数であるといえよう 2)。
9) IC Pでは世界価格との誤差を少なくするため，後述のスーパ・カントリー・ウエイ
トを用いる。
1-) D. Gerardiは， VanYzeren法の購買力同等の 3つの規準と国の規模を加重してい
るか否かに従って，次の 6つのクイプに分類して示している。すなわち同質非加重指
数，同質加重指数，異質非加重指数，異質加重指数，バランスト非加重指数，バラン
スト加重指数である。ここで取り上げるEKS指数はバランスト非加重指数に，ゲア
リー・カーミス指数は同質加重指数に属する。 Gerardi,op. cit., 1982. 
2)購買力平価および実質価額の実際の計算手続では，価格データとウエイト（・すなわち
GDPおよびその構成項目の名目値）を直接にリンクさせて価額比を求めることはで
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(l EKS法のフレーム
EKS法（如teto-Koves-Szulcmethode)は1960年代前半に東欧諸国で開発さ
れ叫 その後EC統計局でも利用され， ICP第w期事業ではEC内での基礎
項目の PPPの計測に star-EKS法が採用された。この方法は，空間比較にお
いては二国間の直接比較から求めたフィッシャー指数が最良の測度であるとい
う考えから．フィッシャー指数を多国間比較測度を評価する規準として明示的
に導入する。
j国対 k国のフィッシャー価格指数 F;kl'i, k国数量ウエイトのラスパイ
レス指数と j国数量ウエイトのパーシェ指数との単純幾何平均，すなわち邸~[名加Q;•-~如q;f(;~1,2, ……，m) Il 
~Pikqik ;EP匹i
i=l 
と表され．双方の国の固有性を対等に反映するという望ましい性質をもってい
る。ところがこれら二国間フィッシャー指数はそのままでは推移性をもたない
ので，多国間比較に適用するためには，各二国間直接指数から第三国を中継と
する間接指数を系統的に誘導してその情報を加味した多国間測度を構成せざる
をえない。その場合．多国間測度ともとの二国間指数との偏差が大きいほど．
その多国間測度の質が劣っていると考えられる。そこで, EKS法では最小2
乗法を適用し，推移性の条件
E;k=EwE1k Uは任意の第三国） • (2) 
のもとで，フィッシャー指数との「対数化された偏差」の 2乗を最小にするよ
きないので推計手続は2つの段階に分かれる。
第1段階基礎項目 (detailedcategories……国連統計部， basicheadings…… 
EC統計部）レベルでの平価（価格比）の推計
第2段階 基礎項目をGDPまで集計した諸量に対する平価と実質価額の推計。
3)この方法はほぼ時を同じくして三人の統計専門家（ハンガリーの E1tetoとKoves
およびボーランドの Szulc)によって考案されたのでEKS法とよばれている。英文
のオリジナル文献はないが， Orechsler, op. cit., 1973および Kravis,et al, op. 
cit., 1975などで紹介された。
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うな指数 E;kを導出する。すなわち
”” I; I; (logE;,.-log邸）2=min (j, k=l, 2, ….. , n;j>k) 
j=lk=l 
条件式(2)を(3)に代入して解くと，
恥は信rn
1149 
(3) 
(4) 
が得られる丸フィッシャー指数は要素転逆テスト (F;k=l/Fk;)を満たすので
邸=[i'r邸.F;, rn (5) 
i=l 
とも書ける。 (5)式から， j国対 k国のEKS指数は当該二国と各中継国との
間の n個のプリッジカントリー型 (F;k=F;,!Fkl型）間接指数の等加重幾何平
均として与えられる。いわば高次フィッシャー指数と解釈できよう。
また， (4)式は
n F 1/n 邸＝［？砂 (6) 
とも表せるので， EKS指数は j国対 K国の直接フィッシャー指数（ダプルウ
エイト）と各カントリープリッジ型間接指数（シングルウエイト）の加重幾何平均
として解することができる。たとえば， n=6の場合(k=1,j=2,1=3, 4, 5, 6) 
E21= 〔F記CF23/F13) CF24/ F14) CAs/ Fis) CF26/ F16)〕1/6 
となる S)。
(7) 
このEKS指数は当然に推移性を保ちながら多国間比較に適用できるととも
にもとの二国間フィッシャー指数のもつ固有性を継承していると期待されるの
である。つぎにEKS指数の諸性質を実際の推計手続と関連させながらみてみ
よう。
(2) EKS指数の諸特性
1)固有性
4)倉林義正・作間逸雄．「購買力平価概念とその測定ーGDP国際比較の観点から」『専
修経済学論集』，第16巻第1号， 1981年9月，を参照。
F,2 F2a F24 F2s F2s 5) (4)式に代入すると E21=―--―---一となる。・： F21 F22 F21 Fu. F13. F14'F15. Fis 冗冗=冗=F2i2
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実質GDP推計の第 1段階である基礎項目レベルでの PPPの推計にとって
とくに重要な条件は固有性と推移性である。基礎項目レベルにおける固有性
は，指数品目の選定およびそれに続く比価 (parities)計算手続に関わる条件で
ある。
まず，固有性の条件は各国の選定品目の代表性の程度に依存するので，品目
の選定によってすべての国に等しい固有性が保証されるべきである。 ICPで
は，選定品目について可能なかぎり多数の国の価格を記録し，等固有性の条件
を適用して各品目が各国の消費を等しく代表するような手続がとられた。この
価格マトリックスをもとに， CDP法という一種の回帰手法によってまず欠落
価格を推計6) し，その上で推移性のある PPPをすべての二国間比価の単純幾
何平均として算定した。これに対し SOECの1975年作業では，参加各国の最
も代表的な品目を網羅したリストを作成し，この多くの欠落データを含んだ価
格表をもとに入手可能なすべての二国間比価を算定した。そしてこの二国間比
価の単純幾何平均として計算された推移性のない二国間指数の不完全な表に，
EKS法を適用して完全な組の PPP表を推計した。
実際にこのような多国間比較においては，品目の選定にあたって品目の比較
可能性と等国有性を保証することは困難である。・選定品目の銘柄や品質の特定
化が厳密に行なわれるほど，各対象国の支出パターンを同程度に代表する品目
を選定することが一層困難となる。等固有性と厳密な比較可能性は矛盾すると
いえよう。だが，すべての参加国に対してでなくより少数国間；つまるところ
6)基礎項目レベルでは各国の代表品目の選定と価格収集の結果として，実際には対象国
すべてについて同数の共通品目の価格（すなわち品目 X国マトリックス）が完全に得
られるわけではない。不完全な価格表に対する解決法の 1つは ICPで採用している
CPD法 (CountryProduct Dummy Methode)である。これは，一部の国のみに
共通な品目の価格データから，国および品目に関するダミー変数を用いた回帰分析に
よって，欠落価格データとグループ国についての推移的な項目別比価ベクトルを推計
する方法である。 CPD法については，行政管理庁統計主幹「GDP購買力の国際比
較に関する調査研究』，昭和54年1月， 35-39ページを参照されたい。
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，二国間においては等固有性をもつ対等品を選ぶことはより容易であろう。この
ような考察から， SOECの1980年作業では，いわゆるスクーEKS法が採用
された。 ICP第IV期事業でもEC地域内の基礎項目の計測にこの方法が用い
られる。この計測プロセスでは，できる限りの品目についてすべての国の価格
を収集するが，ペア国間の非推移性 PPPの計算に際しては，共通品目のうち
あまり代表性のない品目は除外し，最も強い固有性を示す品目（これをstar-item
という）だけの価格比から， フィッシャー価格行列を推計するという，固有性
を保持するための方策がとられた。
j国と K基準国との二国間比較において，基準国の固有性をもつ品目を基準
とする価格比 L,,.=PJ,./Puはラスパイレス型指数，他方比較国の代表品目を基
準とする価格比 P1,.=Pnlh1はパーシェ型指数と考えられる。この2つの価
格比の単純幾何平均 F1,.= (L;k• P;,.) 12はフィッシャー型指数と考えられる。
このフィッシャー型指数は両国の固有性を等しく反映したものであり最良の偏
りのない推定値であるといえよう。この非推移性フィッシャー型指数を推移性
指数に転換するための方法がEKS法に他ならない。
. EKS法では，プリッジカントリー国 lを中継とする j国と K国の間接フ
ィッシャー指数 F1,.C1>は推移性条件 F;k(/) = F,. • F;1を満たすから， (5)式のE
KS指数は
邸 =(i'rF;k(/~ 戸(IT(LwL11XPwP;1)11fn 
! =1 l=l 
(8) 
と表される。つまり EKS指数は第三国を中継にした間接ラスパイレス指数と
間接パーシェ指数の単純幾何平均をさらに n個等加重平均したものである。
したがって， EKS指数はもとの直接指数がもっている双方の国の固有性を平
均的に反映するという特質を継承しているといえよう。またそれゆえ，フィッ
シャー指数が偏りをもたないことの延長として， EKS指数も系統的な偏りを
もたないと期待できよう。
なお，パーシェ型指数はラスパイレス型指数の逆数であるから，パーシェ型
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指数行列はラスパイレス型指数行列の行と列を転換して直接求め，これよりフ
ィッシャー型指数行列を算出してEKS指数を作成することができる。すなわ
ちEKS指数は次式のようにラスパイレス型指数の関数として表すことができ
る。
n (L11/Li;)l/2 1/n 
邸=rTI 1=1 (Lk1/L1k)112) (9) 
2)推移性
直接フィッシャー指数は推移性をもたないけれども，これから導かれたEK
S指数は推移性を有する。したがって幾つかの比較国間で共通する代表品目の
価格データが入手できず，直接フィッシャー指数が欠落する場合にも，所与の
フィッシャー型指数を橋渡しにして間接フィッシャー指数を推計することがで
きる。そのうえで上式の等加重幾何平掏を算出すればEKS指数の推計値が算
出できる。
つぎに，フィッシャー指数Fjkの不完全な行列しか得られない場合について，
EKS法の論理にしたがった指数計算の手順を仮説例で説明しておこう 7)。 表
1のように， 6か国間比較の Fjk行列において，可能な 15組の比較のうち 8
組の比較についてだけしか直接指数 Fik,A1が得られないとする。
いま， EKS指数 E21を計算しようとすると(5)式より
表1 フィッシャー指数 F;k,Fk; の不完全行列 (6か国間相互比較）
;三| 1 2 3 . I 4 5 6 
1 1 2 1.8 2.75 
2 0.5 1 0.8 
3 1. 25 1 1. 2 1. 3 
4 0.5556 0.8333 1 1. 5 
5 0.3636 0.6667 1 0. 7 
6 0. 7692 1. 4286 1 
7)説明は PalKovesの仮設例に依拠する。 P.Koves, Index Theory and Economic 
Reality, Akademiai Kiad6, Budapest, 1983, pp. 167-169. 
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恥〔F2i2CFa心）CF. ふ）(Fs1和）(Fiふ）〕1/6 
と書ける。しかし，表には Fa1,F24, F2s, F61, F26の値が欠落しているので，こ
れらの指数値を，以下のようにして所与の二国間直接指数 F;kより間接的に誘
導する。この間接指数の推定値を F;kとすると
Fa1 = CF21Fa2F41和）112= (2 X 0.8 X 1.8 X 0.8333)112= 1. 5492 
和 =F42ー1=CF12F41和F4a)-112=(0. 5 X 1.8 X 0.8 X 1.2)-112=0.9295―1=1.0759 
F2s=Fs2―1=(F12F51)71=(0. 5X2. 75)-1=1. 3750-1=0. 7273 
F51=Fs1F5s=2. 75XO. 7=1. 925 
F25=F52ー1=(F32F63)-1=(0.8Xl. 3)-1=1. 0400-1=0. 9615 
ゆえに， EKS指数の推定値 E21は
鯰=(2 X 1.5492 X 1.25 X 1.8 X 1.0759 X 2.75 X 0.7273 X 1.925 X 0.9615) 16 
=l. 9532 
と求められる。なおこの推定値 E;kは当然に本来のEKS指数 Eの特性であ
る要素転逆テストおよび推移性の条件を満たす。
一般に， n国間の比較が行なわれる場合， n(n-1)/2通りの組合せが生じる
が，上記の方法で直接指数と間接指数を可能な限り連鎖させていけば，少なく
とも (n-1)の組合せについての指数値が与えられていれば，行列を完成して
EKS指数の推定値 Eを算出することができる。上記の例では， 少なくとも
F21, Fa2, F4a, Fs4, F6sの5つの指数が必要である。
EKS法の諸性質のうち，上記のように不完全な PPP行列に適用して推移
性のあるEKS指数を推計できるという特性は実際の国際比較において重要な
意義をもっている。前述のように多国間比較で基礎項目レベルの推計にあたり，
対象国間に共通な品目銘柄であってしかもそれぞれの国の固有性を代表するよ
うな品目を選定し，そのすべてについて価格データを全参加国から収集するこ
とは不可能である。他方，それに代る二国間直接比較の方式では選定品目の数
が非常に大きくなるという欠点がある。もし各相手国に対し 1つの品目を選ぶ
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とすると， nか国の場合， n(n-1)/2の品目が各基礎項目ごとに必要となる。
たとえば世界規模の 100か国間比較では4,950品目になり，さらに基礎項目数
を150とすれば74万余の品目が必要である。もちろん現実には同一品目が重複
して選定されるであろうからそれほどの数にならないとしても，その数は相当
に大きな数になろう。
多国間比較あるいは二国間直接比較いずれの方式にしても，実務上は所与の
デークからラスパイレス型指数行列の全要素を直接計測することは不可能であ
り，また必ずしもフィッシャー型指数行列が完全である必要はない。 EKS法
を用いれば間接的に指数を導出し指数行列を補完できるからである。このEK
S法の特性を効率的に利用すれば価格データ収集数を最小限に減らし各国の作
業を軽減することができる。
厳密な直接比較をデークが入手可能な範囲に限定して行なうか， それとも
PPP行列の欠落をなんらかの推計方法を適用して補完し， より低いコストで
より多数国にわたって比較を行なうかはむしろ実践上の問題である。 SOECの
1980年作業では完全なフィッシャー型 PPP行列（いわゆる maximumscale)に
EKS法を適用したが，将来は最小限の要素冗列 (minimumscale)にEKS法
が適用されるであろうと指摘されている8)。
3)その他の性質
① 要素転逆テスト
フィッシャー価格指数と数量指数は要素転逆テストを満たすので，その幾何
平均であるEKS指数が要素転逆性をもつことは明らかである。
③ 加法性
EKS指数は基本的に幾何平均にもとづくので加法性をもたない。しかし，
基礎項目レベルの推計のように構成価額が用いられない場合には加法性は必ず
しも要件とはならない。
⑧ 取引同等性
8) Gerardi, op. cit., p. 399. 
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EKS指数は単純幾何平均値であり，すべての価格要素に等ウエイトが与え
られる。国の重要性は顧慮されていない。これはこの方法の重要な欠点である
といえよう。
?
ギアリー・カーミス法
(1) 
ギアリー・カーミス法(Gearyand Khamis methode; 以下GK法と略記する）
GK法のフレーム
は， 1953年ギアリーによってFAOの世界農業生産指数に関わって提示され，
その後1970年代初めにかけてカーミスによって定式化された％ GK法はも
ともと多国間比較の方法として展開されたものであり， UNSOや SOEC,
OECDで主に用いられている。 つぎにGK法のフレームワークを示そ
. っ。
m個の商品の nか国間比較において， j国内における i商品の平均価格
加とそれに対応する数量 q;Jは所与として， j国の全般的な交換比率 e;お
よび i商品の国際平均価格Pi.を次のように定義する。
? ?
??•9.1 
? ?
．?
??
? ?
?????? ?
?
? ? ? ?
――?????ー (j=l. 2. ······•n) UD) 
(i=l,2, ... ,m) Ul 
両式の経済的意味に着目すると， (1)式から， j国の交換比率 e;は，国際価格で
評価した j国の取引額と j国価格で評価した取引額との比で定められる。
?
た(2)式から， i商品の国際平均価格p;は，交換比率 e1によって国際通貨単位
1) R. C. Geary, "A Note on Comparisons of Exchange Rates and Purchasing 
Power between Countries",]. R. Statist. Sop., Series A, Vol. 121, pp. 97-99. 
S. H. Khamis, "A New System of Index Number for National and Inter-
national Purposes",]. R. Statist. Soc., Series A, Vol. 135, pp. 96-121. 
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に換算された各国価格 (p浪;)を各国数量 q;;をウエイトにして算術平均した
もの，あるいは換算済の各国取引額の総計額を全取引量の合計で割ったものと
解釈できる。 GK法はこの基本式から国際価格と交換比率について意味ある解
を同時に決定する。
UO), Ul式を次のように変形し
m m 
:Ee1如Q;Jー工加i卯 =0
i=l i=l 
”” ~e1加q;,-~p;卯 =O
J=l J=l 
(j=l, 2, ・・・, n) 
(i=l. 2. ······•m) 
それぞれ jと iに関して合計すれば
n m n m 
工 ~e,加Q1J —~~Pi卯=0
i=lヽ =l J=l•=l 
(10') 
(1') 
U2l 
が成立する。それゆえ基本式uol,unは (m+n)個の未知数 Piとe.;をもつ合
計 (m+n)本の線型同次方程式体系に変換される。そのうちの一本は余計であ
る。この線型同次方程式体系UO),UりないしU加が正で唯一の解をもっための必要
十分条件はカーミスによって証明されている2)。(m+n)(m+n)個の特異な正
方行列を解くと， 1つの要素たとえばむの一義的な比率⑭i/en, ……, Pmlen, 
ei/en, ……， enー1/む）が得られる。そこで第 n国を基準国にとり釦=1とお
m m 
き，基準国の方程式 ~p.卯=~P,;q,; を除いた (m+n-1)本の方程式より，
=ヽI i=l 
m 個の国際価格 CP1,似……， Pm) とn-1個の交換比率 (e, 約，……， en―,)
が算定される 3)。
(2) 数量指数と価格指数
GK法では j国の K国に対する数量指数 Q;kは基本式から直接に定義さ
れる。
2) S. H. Kbamis, Properties and Conditions for the Existence of・a New Type 
of Index Numbers" .Shankhyti, Series B, Vol. 32, pp. 81-98. Khamis, op. cit., 
1972, にも要約して説明されている。
3)下記文献を参照。 Kravis,et al, op. cit., 1975, pp. 68-69, および，森田誠「GDP
購買力の国際比較に関するG.K法」，『早稲田商学」第291号， 1981年。
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”’ こ如ij
•=1 
Q;k= m U3l 
工如ik
i=l 
あるいは
” 工e1加q,;
i=l 
QJk= m 閥
~e~ 加 Qik
i=l 
他方， カーミス型の価格指数 P;kは，一般に
P戸 ~p刈J工P投J と P戸
~pゅ
~pゅ
の商の逆数として定義される。すなわち
P1k A ＝ pi 
である。カーミスの交換比率 eiは上式の Pbに代えて国際価格p,をおいた
ものである。これよりGK法の価格指数は
m m 
~j}; q;k~p;q;j 
ek i=l i=l 
邸＝石=m /m こ如q;k ~ 加q;j
=ヽ1 i=l 
m m 
~P;;q;, :E加 Q;k
=•;;;1 /;;1 . 
:Ep; Q;j :E "/J;Q;k 
i=l i=l 
U5l 
と定義される。この式の意味するところは， GK法は平均化によって仮設され
た国際価格国と各国との二国間比較を中継にして諸国間比較を行なうという方
法 (central-count:ymethode)と，比較国の数量を反映させるバーシェ法を折
衷した構造になっているということである。
GK指数の一般化については，もともとは実物的な数量データに基づく数量
指数が推移性をもつことを前堤にして直接に一般化される。それに対し，価格
・指数は価額指数と数量指数の商として， あるいは中継的な平価あるいは仮空の
価格水準を想定して間接的に表される。この場合 P;kX Q;1, = V;1, は容易に証明
できる。
151 
1158 ' 闊西大學『純清論集」第36巻第5号 (1987年2月）
さて，国連の多国間比較においては，ギアリーの提示した交換比率 e;に代
えて， nか国に対する全般的購買力平価 PPP;の概念を用い，~ 交換比率の逆数
として定義する。
m 
~P,1q,1 
PPP戸 m•=l t6) 
:Ep,q,J 
i=l 
j国の K国に対する購買力指数は
m m 
PPP・ ~ 加Qij~加Qik
PPP;k=— J_= i=l /i=l 
PPA含加jj 孟如ik 閻
と表される。 (15),U7)式より
PPP;k=ek/ej=P;k US) 
であり，購買力平価 PPP,kはカーミス型価格指数 P;kに他ならない4)。
ここで特定の基準国 (numerairecountry)を選んでその PPPを1とおけば，
j国の基準国に対する購買力平価 PPP/n)が次式で与えられる。
4)例えば， n=基準国（米国）， j=比較国（日本），また国際ドル=1$とすれば
P;k=ek/e;=(1 $/US$)/(1 $/¥)=¥/US$ 
PPP;k=PPP;/PPPk=(¥/ 1 $)/(US$/ 1 $)=¥/US$ 
なお，二国間比較の場合には， GK法による購買力平価は
m m 
PPPi2=叫_qil qヅ叫・ qilq;z 
i=l qil+q;2 i=l 知十q;2
となり，両国の数量の調和平均をウエイトにした価格指数として表される。しかし，
この場合上式の変形式
m m 
PPP12= :E Pi! q;1 :E P;2 q;1 
=ヽ1[急+1]い［仇+1]
において知が年に比べて非常に小さいならば， q,1/q,2 は非常に小さな値にな
り，ゼロに近づくにつれて上式は
”’ :E P1 q,1 
PPP12= m 
l=l 
:E P12 q,1 
l=l 
に向う。この価格指数は比較国ウエイトのパーシェ指数にほかならず，非常に小さな
国の支出構成によって指数が算定されるという論理の歪みが生じる。
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”’ 
1 
:Ep; 如
PPP;'"'=-= 
i=l 
e; ”’ :Ep;q; 
i=l 
(19) 
すなわち PPP;'-'=PP杓であり 相対的な購買力平価から基準国通貨単位表
示の絶対数への変換が等価関係を保ちながら行なわれる。もっともこの場合，
各国各商品価格 p、Jおよび国際平均価格 p,も基準国単位の p,'n)'に変換され
ることを含意していることに留意しておかねばならない。
また， 数量指数は要素転逆テストを満たすので価額指数 VJが与えられれ
ば， PPP;'算）に対する商として概念的な数量 (n~tional quantity)を導出するこ
とができる。
”’ 
Q戸
V; m 工如Q;J m 
PPP/• 戸盆p;,q,I~p;q;, =翌ゆJ (20) 
ここでp;は基準国通貨単位表示である。 つまり，基準国に対して表示され
た数量指数すなわち概念的数量は，基準国通貨単位表示の国際価格で数量を評
価した実質価額である。またこれはU3l式で基準国数量を 1とおいたものと等し
く，等価変換が行なわれていることがわかる。
ICPにおける実際の計測作業においては， 第、1段階の基礎項目レベルで
は，基準国である米国の各項目価格を 1とし，これにCPD法により得た各比
較国の価格を対比させたものを各項目 PPP(PPP;1=Pii/P;,us)とする5)。また各
項目の数量は各項目金額 V;;を上記の PPPに対比させた概念的な数量(Q;;=
勤/PPP;1)を用いる。
次の集計段階では，上記の価格および数量行列を次の方程式に投入して，米
国ドルを基準とする国際価格炉＂）と購買力平価 PPP'-"'が導出される 6)。
5) I CP第W期事業では「コア・カントリー・アプローチ」がとられるので，各ブロッ
ク内でコア・カントリー通貨・（プロック・ニュメレール）で表した各項目 PPPをさ
らに世界ニュメレールであるUSドル表示に変換する。
6) Kravis, et al, 1982, p. 90. 
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}炉=:E" PPP;; 
i=1PPP炉"
．直(i=l,2,・・・・・・,m)
区Q;;
J=l 
(21) 
” ;EPPP;1Q;1 
PPP. 炉 =•=l
”’ 
(j=l, 2, ... , n) (2~ 
:Ep炉Q;J
i=l 
ここで， ICPの数量 Qとギアリーの提示した価格 Pおよび実物数量 qと
の関係は・
Q,;= Vi; P;rq;; . = 
PPP;; 如/p;,us=P;,us•q;; 
である。国際平均価格および購買力平価については 9炉=P,IP,,us および
PPP, 炉=PPP,が成立する。それゆえGK式の ICPによる変形は適正である。
ただ，変換操作の結果として算定される国際価格の実質的意味に重要な相違が
生じる点は後述する通りである。
(3) GK指数の諸特性
1)加法的整合性
GK法は，国際価格という一種の不変価格を明示的に設定することにより，
GDPなどの集計量の空間比較に加法的整合性の概念を導入した。 GK法は，
「行がGDPの各構成項目，列が各国を表す『加法的』行列の中で金額表示の
GDPを提示することができ」，「各国ごとに各構成項目の値を直接比較するこ
とができる」”のである。 しかし， 下位集計レベルごとにGK法を適用した結
果とGDP全体に対して適用した結果が厳密に加法的整合性をもつわけではな
い。
集計額 Gの任意の構成項目 gr(r=l,……, k)について
k 
品炉q;;=;苔品砧Q;J
は成立しない。なぜなら，左辺の p/は総集計量 [Gについて算定された交換
7) Kravis, et al, 1975, p. 5, p. 54. 
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比率研，……， e,.Gに依存し，右辺のかむは各構成項目 g, ごとに算定され
た交換比率 01K,……， en/に依存する。通常 e/と e1KあるいはかGとp/r
は一致しないので両辺の合計値が一致するという意味での整合性は保証されな
い。加法的整合性という用語は誤解を受けやすいので， ICPでは最近は「行
列整合性」と称している。 GK法はGDP全体レベルの価格指数を計算するた
めに適用できる計算体系でもあり，それと整合的に下位集計量についての価格
指数を計算するためにも適用できるが，実際には全部の指数が行列整合的に同
時に決定されるのである。国民経済計算システムでは下位集計項目の価格指
数を用いて事後的にインプリシット・デフレーターが作成されるのとは異な
る8)0 
2)基準国不変性
GKの原式から尊かれる交換比率の相対比としての価格指数が「基準国不変
性」を満たすことは U5l式より明らかである。しかし， ICPの計算で用いら
れる国際価格の絶対値は基準国不変性を満たさない。 p/n)=p;/p;,usであるか
ら， p炉は基準国不変ではなくそれどころか特定の基準国の価格に相対させ
て表したものである。 CPD法では各国の各基礎項目に対する PPPは，基準
国を1とおいた値で示すから，もし他の国を基準国にとればその国の価格が 1
となる。その結果， CPD回帰から算出される PPP全体の水準が変化するだ
けでなく，その相対的大きさも変化する。したがって，基準国が変れば基礎項
目 PPPが相違し，それをGK方程式に代入して算出される国際価格も相違す
8)国民所得統計では，各項目ごとにその内訳項目の価格指数を用いて実質額を算定し，
この実質額で名目額を割ることによって事後的に各項目の（インプリシット）、デフレ・
ーターが作成される。この各項目の実質額を勘定体系を通して加法整合的に積み上げ
て実質GDPが算出され，名目 GDPと対比してインプリシットにGDP全体のデフ
レーターが作成される。これに対し， ICP方式では行列の相互依存関係の中で各構
成項目の価格指数 (PPP)とGDP全体の価格指数が同時に決定される。構成項目の
実質額が事前に算出されそれを加法的整合的に計上して実質GDPが算出されるわけ
ではない。 この意味において「加法整合性」というよりは「行列整合性」なのであ
る。
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るであろう。
たしかに上記の如く基準国通貨表示の国際価格そのものは基準国不変ではな
い。ところが，その国際価格で数量を評価して得た'GDPの比較は基準国にか
かわらず矛盾なく行なわれるのである。というのは，国際価格は決して単独で
用いられているのではない。国際価格 p,<n)は，各国通貨表示の支出額を PPP
に対比して求めた概念的な数量 (Q,1=V,1/PPP;;)を評価するためにのみ用いら
れる。そしてこの特定の基準国通貨に対して表示された価格および数量デーク
をGK方程式体系に投入して導かれた実質支出額⑪炉Q,;)は実物的数量から導
かれる価額⑮沿;;)に等しくなる。すなわち
}炉Q,J=C"P.!P,,us)(q油，us)=p如
が成立する。したがって，所期の目的であるGDPの比較は基準国不変性を保
って行なわれるのである。
3)取引同等性
第 2節で述べたように空間的展開は多元的であり，時間比較のように指数の
諸項を対称的に区分して設定することは少ない。一般に地域は可変的であり，
そのサイズや境界の設定はさまざまな政治的，経済的観点から任意に変更され
る。現実に，しばしば国の内部を分割したり，逆にEECのように数か国を統
合して物価やGDPなどの比較が行なわれている。その過程で多数の地点で測
定された価格，数量ベクトルが分割されたり統合されたりして，指数の形でさ
まざまな空間レベルの平均価格と集計量が算定される。
GD!'などの集計量は地域の全域にわたって合算された量であるから地域サ
イズの大小にかかわらず地域間比較はそれなりに有効性をもっている。他方，
価格比較は地域平均価格を対比して行なわれるので，地域の範域が拡大するに
つれて意味が乏しくなる。国民経済量のデフレーターとしての PPPと物価自
体の比較のための価格指数とでは異なる性質が要請されるわけである。
さて，可変的な諸地域を対象にして国際価格を定義するとき，各地域の平均
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価格に等しいウェイトを割り当てるならば叫 地域を分割したり統合したりす
ることによって， 結果として算出される GDPの相対量は変化する。たとえ
ば，日本とEECの比較において， EEC加盟1か国を別個の単位として各々
に日本と等ウエイトをつけるならば， EECの平均価格パターンに近い国際価
格が設定され，結果的にEECのGDPは過小評価される。国際価格は国境の
設定の仕方に不変的でなければならない。 GK法では，各国，各品目の数量ウ
エイトで加重平均されどの国も同等に扱われている（取引同等性が保たれている）
ので，国際価格は地域の設定の仕方に依存しない。
もっとも， GK法は厳密には，地域設定の仕方に対し，非感応性(Insensitivity)
をもっているわけではない。 GK法は, UD式に示されるように各項目の各国
価格はその国の一般交換比率 e;で修正したうえで平均過程に算入されるの
で!OJ, 各国価格の国際平均価格への寄与の程度は地域を分割して別々にとらえ
るか， 1つの複合体に統合してとらえるかによって幾分相違する。ただ，どち
らの扱いにおいても各地域の取引は適当なウエイトをつけて算入され，取引同
等性は満たされているので算出結果の量的差異は小さい。
4)不偏性（固有性）
GK法は多国間比較の場合，国際平均価格の算定過程にウエイトとして全参
加国の支出構造を反映させるので，それぞれの直接比較においては当該国の固
有性は薄められて反映される。 ICPでは固有性を保持するために地域化11)や
9) Gerardiの単位国加重法 (Unit-Country-Weightmethode) は国際価格を国内価
格の単純幾何平均として定義し，国の大小にかかわらず同じウエイトを割り当てる。
10) IC Pの作業では，各基礎項目 PPP11を基準国通貨表示のその国の一般 PPP/">で
割って平均過程にインプットされる。
11) I C P第皿期事業では固有性を保持するため，・比較的に均質な国のグループごとに内
部比較を行ない，そのうえでグループ同志をリンクするという地域化(regionization)
の方法が基礎項目レベルの比較に取り入れられた。さらに第IV期では集計水準の比較
にも導入された。第V期では「コア・カントリー・アプローチ」がとられる。地域化
において，ブロック内の集計水準の比較結果を世界比較において保存するという固定
性 (fixity)が要請される場合，行列整合性が完全な形で維持できなくなる。
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コア・カントリ・アフ゜ローチがとられている。
ICP方式では，各国別の基礎項目データに直接GK法を適用するのではな
<' ICP参加各国がそれと同じ価格，数量構造をもつと想定される世界の国
々のグループを代表するスーパ・カントリーであるとみなし，各参加国にそれ
が代表するグループ全体0のウエイトを与える。そしてこのスーパ・カントリー
これにGK法を適用して各スーパ・カン・ウエイトで概念上の数量を算出し，
トリーの PPPと世界価格が算出される。実際には，
算出される世界価格は，
この国際平均価格として
1人当たり GNPによりランク分けされたグループの
GDPをウエイトとする加重平均であり，先進国に偏ったものであると考えら
れる。この世界価格で各国の概念上の数量が評価されて数量指数が求められ，
さらにGDP全体の PPPは価額指数と数量指数の商として求められる。
一般に， GK法を用いる場合，世界価格は大国の価格に近くなり， そしてよ
り近いほどゲルシェンクロン効果によって，数量指数は小国ウエイトのパーシ
ェ型指数に近づき，価格指数は大国ウエイトのラスパイレス型指数に近づく傾
向をもっている。これまでの実証分析においてもGK法は他の方法に比べ，小
国の価格は相対的に過大評価され，
過大評価されると報告されている。
5)その他の望ましい性質
それによって換算されたGDPは自動的に
??
要素転逆テスト
狭義の要素転逆テストを満たす。
”‘ :EP直 ij
PwQ;k= m 
i=l 
区PikQik
i=l 
郎(p;q)~Q瓜q;p)
この場合「価格指数x数量指数＝価額比」の関係は間接的に定義された価格指
数と数量指数の間に消極的に成り立つ関係にすぎず， アービング・フィッシャ
ーのいう「要索転逆テスト」と同一視すべきではない。
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③ 国転逆テストおよび推移性
U3); U4l式から次の関係が成り立つことは明らかである。
1 1 
P;k=元,Q;k=如
および
P;k=Pjl'P/k'Q;k=Qjl'Qlk 
5 むすび
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本稿では，地域デフレータとしての空間指数に求められる諸性質を明らかに
したうえで，最も代表的な空間指数であるEKS法とGK法に限ってその適合
性を検討した。指数算式の選択は指数に固有の質についての方法論的検討とと
もに原資料から指数利用に至る実践過程の問題でもある。
EKS指数は数学的に明解な論理で，固有性を保ちつつ推移性を付加した簡
単な指数算式を導出する。その最も優れた特性は，不完全データヘの適用可能
性であり，最大の欠点は加法性および取引同等性をもたないことである。経済
的視点からは初期の比較状態と結果との関係が直接的に理解し難くなってい
る。 EKS法は内部構成を問題としない基礎的項目や範囲が固定した地域，デ
ータが欠落したりデータ数が変動する部分間比較などに適用するならば，極め
て有効な指数計算法である。
GK法の国際価格および，交換比率ないし購買力平価の概念は一種の均衡水
準として経済的意味をもっている。またGDPなど総合的経済量が国際価格と
いう空間的意味での不変価格で表示されることの有効性は議論の余地がない。
数学的には展開がやや複雑で操作手順の整合性の実質的意味が理解し難い。
計算量が多くデータ数の変化や誤差に敏感であることも欠点として指摘できよ
う。指数自体の欠点は固有性が乏しく結果に偏りが生じることである。最も優
れた特性は行列整合性をもつことであり，国民勘定や産業連関分析など内的相
互依存体系をもった経済量への適応性が高い。また取引同等性によって可変的
地域へ適用できる点も地域分析一般への応用可能性を含んでいる。
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さて，空間指数論の立場からは，特定の目的，たとえばGDPの国際間比較
という枠内で諸方法を評価することよりも，むしろそれぞれ異なる特性をもっ
たこれらの指数計算法について，その他の空間分析分野への応用可能性につい
て検討することの方が重要である。今後の理論的，実務的な展開が待たれると
ころであり，それは筆者にとっても今後の 1つの研究課題となろう。
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